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資本制と土地所有

梅 垣 邦 胤

は じ め に

 資本制生産様式，その生産関係の一典型は，資本一品地所有一賃労働か

ら成ること，それはよく知られた事実である。例えば「ミル評注」をとり

あげてみよう。客観的な生産関係の転変法則については未だ認識しておら

ず，代わるに疎外概念をもちこみつつも，資本制における生産関係につい

ての骨格をすでに示している。「労働，資本，土地所有相互ρ分裂……

これらの分裂は，自己疎外を自己疎外の姿でとともに，相互疎外の姿でで

も現象させる。ω」 ここでは資本制につき，①資本，土地所有，賃

労働が基本的な生産関係であること。②資本，土地所有，賃労働この

相互間，およびまたそれぞれの内部において，相互疎外，從ってもしこう

言ってよければ競争関係が支配的であること，が示唆きれている。また

r資本論』においては，資本制につき，他とは区別された歴史上特定の段階

においてのみ成立する一社会構成体とし，資本一土地所有一賃労働は，資

本制の経済関係を内容づける三三躊としている。「資本と同様に，賃労働

も土地所有も歴史的に規定きれた社会的形態である。一方は労働のそれで

（i） Auszttge aus James Mills Buch “E16mens d' 6conomie politique” Trad

 par J． T． Parisot， Paris 1823， M． E． Werke， Erganzungsband erster teil，

 s．456，全集⑳，375頁。傍点は引用者。以下の引用の場合も同様。

（2）Das K：apita1， Bd．25，s．824，『資本論』全集⑳一2，1045‘46頁6また，忌．

 892，1130頁にも同様の指摘がある。
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あり，他方は独占きれた地球のそれであって，しかも両方とも，資本に対

応し同じ経済的社会構成体に属する形態であう。（2）工「ミル評注」におけ

る疎外・競争論的把握，r資本論』における社会構成体的把握と，この二

つの習作の問には接近視角のちがいはあれ，共に資本三一資本・土地所有

・賃労働としていること，ここでさしあたり確認できるであろう。本稿は，

以上のことを前提としつつ，資本一土地所有一賃労働において，とりわけ

「土地所有」は資本制との関係で，いかなる契機をもっているのか，土地

所有が資本制との関係で示すであろう諸契機の検出，このような課題をす

え古典を見直した一記録である。

 ところで，今まで拙稿において，『資本論』についての一基準，「発生

史論」あるいは「論理＝歴史」説につき，若干の検討を試みてきた。「論

理＝歴史」は，資本制を資本一賃労働関係で捉み，その定置の必然性にっ

き，①独立小商品生産者のみから成る一社会。②生産者間における価

値法則，優勝第敗の作用。③少数の資本家と多数の賃労働者・両者への

分裂と相互蘭係。この①から③において，すな：わち独立小商品生産者にお

ける競争関係の帰結として資本関係は成立に至るとし，かつ『資本論』を

そのようなものとし再整序を試みた。本題に入る前に，この点につき一定

の言及をしておきたい。直ちに感覚的レベルでわかることは，発生史論ボ

資本・賃労働の形成をとくのに対しての本稿での「土地所有」範疇の導入・

定置である。しかしこの点，それこそが本稿の解明すべき一課題故，単な

る指摘にとどめぎるをえない。他の一つ，ここでの言及がさけられない所

は，発生史論が，資本制生産関係（資本・賃労働関係）の形成を，もっぱら，

商品生産者相互の競争と優勝劣敗にもとめている点である。この点につき，

今まで，特に，資本制以前に自由・独立の小商品生産者のみからなる社会

を想定するところに，一つの克服すべき箇所を見出してきた。しかし，さ

らに重ねて見直す時，ひっかかってくるのは，このような社会から実際に，

資本制生産様式を内容づける資本・賃労働関係が生みだされるのか，とい

う点である。相互競争，優勝劣敗，少数の栄達に至る者と多数の敗残者，
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両者の相互関係，このような連鎖はたしかに我々が日常的に確認しうる資

本制下の一断片である。発生史論は，このような日常的な断片に支えられ

て成立していることは，いうまでもなか．ろう。しかし，．このことは同時に，

独立小商品生産者の相互競争が，資本関係の呈示の根拠になりえないこと

をも示すものである。資本という範疇，領域，そして資本・賃労働関係は，

「競争」以前に存在しているのである。競争が行なうことができるのはた

だ，例えば特定の個人Aが資本という領域に足をふみ入れるか，賃労働と

いう領域に足をふみ入れるかの違いのみであり，個人Aがそのような領域

そのものをつくりだすものでな：いこと，多言を要しまい。独立小商品生産

者の両極分解とは，商品の売買関係を通じての形成ということであろう。

しかし売買によっては資本・賃労働関係自体をつくりだすことはできない

のである。r資本論』地代篇「土地価格の利子として地代を位置づける見

解批判」の文脈において，この点につき，権利は売買によってはもちろん

創造はされずただ移転するのみである，権利を生みだすのは生産関係であ

る，としている。「しかし，権利そのものは，売買によって生みだされる

のではなく，ただ移転されるだけである。権利は，それを売ることができ

る前に，存在していなければならないのであって，……いくら売買を繰

り返しても，この権利をつくりだすことはできないのである。およそ権利

をつくりだしたものは生産関係である。（3）」競争，あるいはその内容を

（3）Ebenda， s．784，同上，995頁。なおこの点は，『資本論』における，商品一転

 化一剰余価値一蓄積一領有法則の転変一否定の否定という系列，それぞれの内容，

 位置，相互関連，そのトータルなものとしての『資本論』そのものをいかなる角

 度から捉えるか，をめぐる研究史にかかわる。拙稿においてもささやヵミな検討を

続けてきたが同一テーマにかかわる研究史的脈絡，カテゴリーの発展史劇は別途

換討されるべき領域であろう・・ただ一点のみふれておけば，研究史的脈絡のなか

 にあって，「論mp・＝歴史」とは区別された『資本論』把握においては，資本関係

 と商品生産が，資本制において並立する二契機とされていたこと，共通していた。

 この点については例えば川島武宣『所有権法の理論』（岩波書店，1959年）中の
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なす商品売買においては，個人A，個人B，そのどちらが'「資本家」と

いう範疇の枠内に身をおくことができるかということのみが主眼であり，

「資本家」という範躊を創出するためのものでないことは，いうまでもな

かろう。本稿において，「生産関係」に，資本制生産関係，その不可欠の

一環としての土地所有に意を注ぐ所以である。以下，第一章では，『土：地所

有が資本制との関係で示すであろう諸契機の検出を試みる。第二章では，

土：地所有の経済的基礎である：地代，：地代論が土地所有という角度から見ら

れる。なお第一章 土地所有の諸契機にかかわっては，続いて見られるよ

うに，いわゆる「初期マルクス」においてもすでに後の研究を規定する内

容が与えられているようである。故に直ちに課題接近が行なわれる。第二

章地代については，一定の段階的深化が見られる領域である。故に，地代

研究史の概観が必要とされるであろう。

第一章 資本制と土地所有一「土地所有」の諸勢機一

 本章では，資本制との関係で土地所有はいかなる諸側面を示すのか，こ

のような課題意識をおきつつ，古典が見直きれる。なお素材は主に「経

・哲草稿」（1844年の経済学ノート），「剰余価値学説史」（1862-63年，

23冊のノートの一部），r資本論』からとられる。「経・哲草稿」と「学

説史」等の関係については，周知の通り「継承」か「断絶」かの論争があ

る。しかし，以下見るように，「土地所有⊥の諸契機という視点に限れば，

断絶を根拠づけるものは見出せない。故に，「初期」「中期」といった区

別は不要であり，先にも触れた通り直接に原典探索の跡を記録することに

次の文言が参照されるべきであろう。「生産手段の所有者と非所有者との対立，

後者の労働力の販売，商品交換による労働力の再生産，という資本制社会に特
                                                                              

有の生産構造は，一切の生産関係を商品交換関係によって必然的に媒介せしめ

る。⊥（29頁。傍点は引用者）
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したい。

 第一節 資本制と土地所有というテーマをおいて原典を見ていく際，第

一につきあたるのは，資本制においては，土地所有は資本の運動の背後に

伏在し，資本の運動に規定される，という側面である。「経・哲草稿」か

ら見ていこう。そこではその内容がまた二つに分かれている。一つは土地

が商品化され，土地が貨幣換算をうけ，W（土地）一G関係を刻印されること

である。その意味につきう，土地所有の権威の消滅，貨幣の権威の絶対的優

位とし，土地と人間が貨幣換算されることをして両者の堕落であると結論

づけている。「土地との名誉結婚に利益の結婚がとってかわって土地もま

た人間と同様に，営利目的の取引価値にまで堕ちる……。（4）」あるいはま

た，土地所有＝伝統的貴族制はすでに過去のものとなり，かわって貨幣目

的の所有，貨幣貴族制が支配的位置を獲得する，と。 「土：地所有権のこの

安売り，土地所有権の商品への転化は昔の貴族制の最後の倒壊であるとと

もに貨幣貴族制の究極の完成である。㈲」土地が商品となり，売買対象と

なること，そこには，土地所有がs．商品・貨幣の運動の下に編成きれると

いう含意がくみとられよう。これが資本制に規定される土地所有の第一の

内容である。また一つには，資本制において土地所有は，資本によって地

代が支払われる限りにおいて存立しうるという事実がある。地代の増徴，

したがって資本の発展は，土地所有の経済的位置の向上となる。 「借地人

の産業上の金儲けは地主のそれである。というのは，前者があってこそ後

者があるのだからである。（6）」故に，資本制において，支配的力を行使す

るのは資本であり，土地所有は資本に対して副次的位置を占めるのみとな

る。資本が「そ．の支配力を……所有者たち自身にたいしても，一rff本の、

（4） Okonomisch-philosophische Manuskripte aus dem Jahre 1844， Bd． 40，

 s．507，全集⑳，426一一27頁。

（5）Edenda， s．505，同上，425頁。

（6）Edenda， s．526，同上，447頁。 、 、      、
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運動の諸法則が彼らを滅ぼすか高めるかすることによって一示すのは必

然的である。ω」

 商品・・貨幣関係の形態規定をうけた，その意味で貨幣の権威に従属した

土地所有，資本による生産の支配，：地代支払い，それを前提としてのみ，

その限りで成立する土地所有，このような，「経・哲草稿」で示される

「土地所有」め第一の契機は，「学説史」においては，リカード地代論の

批判的検討を媒介として，その形は変えつつ再現してくる。その概略をた

どり，'第一の契機を検出してみよう。一資本による土地経営を前提とし

てのみ，資本の支配を前提としてのみ土地所有カミ存在するならば，土地所

有自体はきわめて受動的，消極的なものとならぎるをえないであろう。リ

カードは，事実このような把握を行なっている。資本の支配，その極限は，

土地所有者にとっては，：地代が喪失きれた状態，地代が零となることであ

ろう。「学説史」ではこのような設定につき，さしあたっては「虚構され、

た歴史的形態」という表現を与えている。「リカードは，借地農業者の資

本が他のあらゆる資本と同』じようにただ利潤だけを支払うというある点を

仮定している。……｛といっても，こめ虚構きれた歴史的形態は，本質的

なものではなく，または別の．NX諸法則xxの形で，すべてのブルジョア経済

学者に共通なものである。』｝（8）」これは言い換えれば，資本制＝資本・：賃労

働（土地所有の捨象）という．ことであり，「虚構された」としているので

あるから，この地代零という仮定には否定的判断が下されているように見

える。しかしなカミら以下見るように直接的に否定的判断にのみ収敏される

ものではない。リカードにおける地代零の仮定が示す．もの，その含意は二

つである。第一6地代零の仮定の理論的欠陥にあたる所，「虚構」の'r虚

（7）Edenda， s．507，同上，427頁。なお『哲学の貧困』（Das Elend der Philos・

ophie， Bd．4，全集④）には「……土地所有は農産物め売買価値のいかんに左右さ

 れる……」（s．170，177頁）との指摘がある。

（8）Mw， Bd．26一一II， s．26，全集⑳一皿，26頁。・
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構」たる根拠を示すところである。すなわち，リカードにおける，土地所

有自体が生み出す地代，絶対地代の欠如，その指摘に相即してあらわれる

絶対地代の呈示である，「リカードは絶対：地代の問題を捨象する一二が

それを否定するのは理論上の理由からである。というのは，彼は次のよう

なまちがった前提から出発するからである。すなわち，もし諸商品の価値

カミ労働時間によって規定されるとすれば，諸商品の平均価格はそれらの価

値に等しくなければならないという前提である。（9）」農業における（工業

に比しての）有機的構成の相対的低位→価値以下の水準における生産価格

（費用価格プラス平均利潤）の設定→価値実体をもった地代→絶対地代，

この系列のリカードにおける欠如，その空白部分への充填，これカミ上の引

証の示すところであり，リカードが土地所有を捨象したのは，このように

見る限り，地代論における絶対地代の欠如という理論的欠陥に求められる。

しかし，これはあくまでも物事の一面である。他の一面に目を転じるとき，

この土地所有，地代零という「虚構された歴史的形態」は，必ずしも「虚

構」とのみ断ずることはできず，「経・哲草稿」におけると共通した内容

を含んでいることになる。リカードは，資本制＝資本・賃労働とし，土地

所有については，第一義的ではなくて第二義的にのみ位置づけた。土地所

有，地代零の仮定をこのような文脈の上におくとき，それは土地所有の

資本制における客観的位置を示したものとなる。「特にリカードが，資本

家と賃労働者との二分化から出発して，そののちにはじめて地主を特別な

蛇足としてもちこんでいるとすれば・このことは・まったく資本主義的生

産の立場に相応ずるものである。……（価値の一引用者）分けまえに直
                                                               

接にあずかる者を，資本家と賃労働者とに限定し，土地所有者……を除く

ということは，リカードなどにおける誤りであるどころか，……この生

（9）Ebenda， s．122，同上，160頁。また，以下の指摘も参照。「リカードは，ただ

 差額地代の存在を明らかにするだけで，土地所有には事実上経済的効果はないと

 しているのである。」（s．88，112頁）
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産様式の特異性を表現しているのである。吻同じリカードの，土地所有

＝・零という規定に対して否定，肯定の両面把握をしたこめ肯定面，それを

通じて資本制における土地所有の第一の契機が示される。 「近代的土地所
                                                 
有というのは封建的なもめでありなが一轣Cそれへの資本の働きかけによ

って変化させられたものであって，したがって，近代的土地所有としての
                                                                   

その形態では，派生したものであり，『 走{主義湿生産の結果だからであ

る。tU）」資本が農業土地経営の分野で実際にG一・一W-G'なる運動を行なう

こと，'土地所有がそれを許容すること，それが近代的土地所有であり，そ

の意味で近代的土地所有とは，資本に階湿したものであり，資本制ヵ≦ら

「派生」したもの，その「結果」である。'以上「学説史」を見て'きた。唱リカ

ードにつき，土地所有（地代）＝零という規定に対し，二面的評価を与え

たこと，その一面，否定的側面と「土地所有」の相関については後の節で

改めてとりあげたい。『資本論』応身を転じよう。第三巻第6篇超過利

潤の地代への転化 の冒頭では次のように言われる。r資本論』が前提一

対象としているのは，すでに自立したものとしての資本制生産様式である。

地代を考察対象として設定するということは，この同じ資本制を一歩具体

化し，工業と農業の区別を導入したことを意味する。工業における資本制

と並ぶ農業における資本制の呈示である。「われわれは，農業が製造工業

とまりたく同様に資本主義的生産様式によって支配されているということ

を前提する。・物農業における資本制経営の前提は資本制における土地所コ

有に規定制を与える。土地所有は，農業資本に従属したものとならぎるを

えない。土地所有の資本制に「対応する形態は，資本べの農業の従属によ

ao）Ebenda， s．148-49，同上，192-93頁。

（11）Ebenda， s．149，同上，194頁。また同じ「学説史」には「近代的土地所有，

 すなわち資本主義的生産によって変えられた土地所有」（s，237，312-13頁）との

 規定もある。

⑫a．a．0， s．627，前出，793頁。
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ってこの生産様式自身によってはじめてつくりだされるのである。㈲」こ

こに「学説史」等と共通した契機が与えられたわけである。

 以上，今までの検討の中から，土地の商品・貸幣関係への編成，貸幣の

下への包摂，資本の運動に従属し，資本の運動の結果として成立する土地

所有といった規定が浮かびあがってきた。今，この土地所有の第一の契機

                                
を総括し，内容づけるものとしてr資本論』の次の文言をあげよう。「土

                                                                           

地所有が，農業の資本主義西経営様式を可能にする諸形態を受け取るとい

うことは，ζの生産様式の独自な性格の産物である。町資本の運動に従

属するといい，資本による農業土地経営の結果といい，これらが示してい

る土地所有の形態とは，資本による農業土地経営を可能にする土：地所有に

ほかならない。そのような土地所有形態によってはじめて，資本の運動の

結果としての土地所有を語りうるからであるd
                                                                          

 資本による農業土：地経営を許容し，可能にする土地所有，これが資本制

                             
と土地所有における「土：地所有」の第一の契機である。

 第二節 資本制と土地所有との関係における土地所有の一契機が，資本

による農業土地経営を許容する土地所有であり，資本の運動の結果であっ

たとすれば，続いては当然，前資本制的土地所有と資本制との関係を見な

ければならないであろう。近代的土地所有と農業における資本制の自立が

対象＝・前提であるとすれば，それに転化してゆくものとしての前資本制的

土地所有は資本制にとっていかなる契機を有しているのか，その点の検討

が第二の課題とならざるをえない。内容に入ろう。前資本制的土地所有に

ついて，「経・哲草稿」では，その土地に属する人々（直接生産者）に目

を向け，彼らにとって土地は「祖国（Vater Land）」であり「切々たる民

族心（engbrtistige Art von Nationalitat）」のような気持で接する，とし

ている。「封建的土地所有においては・…・・所有地の主がそのままたんなる

㈱ Ebenda， s．630，同上，795頁Q

ω Ebenda， s．890，同上，1128頁。
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資本の主としてあらわれるわけではない。所有地に属する入々はむしろそ

の領地にたいしては彼らの祖国にたいするようなあり方をしている。それ

は何か切々たる民族心のようなものである。⑮」この文言については，こ

こではただ資本の主ではないとし，資本制との対比で，土地所有一祖国一

民二心に触れていることに留意すればよい。「木材窃盗取締法に関する討
ぐノ

論」においては，民族心が生じるであろう一根拠を住民の慣習的権利に求

め，その一つ「穿イ≠ゴ・コケ宅モの採集」に触れ，同時に，その慣習的

権利の，野イチゴ等の商品化と同時過程での消滅を暗示する。「野イチゴ

やコケモモの採集……子供たちには一つの慣習的権利が生じているのだ，

と。ところがこの事実は，他の一議員の次のような発言によって反駁され

ている。‘私の地方では，これらの果実はすでに商品であって，樽につめ

てオランダへ送り出された'と。㈱」以上のところ，前資本制的土地所有

は，祖国一民二心一コケモモの採集権という関連で捉えられ，噛 走{葡との

関連については，資本は二丁登場していないという指摘，あるいは「商

品」への転化による慣習的権利の消滅という断片的なものにとどまってい

る。しかしその中にあって注目されるのは，土地・祖国対資本，採集正対

商品として，相互に一方がなくなれば他方が成立するという一種の対比を

行なっている所である。このような手法をより詳しく示したものに例えば

「ドイツ・イデオロギー」がある。そこでは次のような対比を行なってい

る。「個人一自然」対「個人一労働生産物」，「土地所有の支配」対「資

本の支配」，「共同体」対「相互独立≧交換による結合」，「人聞一自

然」対「人聞一人問」。原文はやや長きにわたるがあえて引証すれば以下。

「第一の場合，すなわち自生的生産用具の場合には諸個人は自然のもとに

包括され，第二の場合には労働の一生産物のもとに包括される。第一の場

合には，それゆえにまた所有（土地所有）は直接的，'自生的支配として現

㈱a．a．0， s．505-06，前出，426頁。

a6）Debatten Uber das Holzdiebstahlsgesetz， Bd．1， s．119-20，全集①，139

 頁。
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われ，第二の場合には労働の支配，ことに蓄積された労働としての資本の

支配として現われる。第一の場合は諸個人が家族であれ部族であれ土地そ

のもの等々であれ何らかのきずなで一団となっていることを前提するし，

第二の場合は諸個人が相互に独立していて，ただ交換によってのみいっし

ょにされることを前提する。第一の場合は交換は主と．して人間と自然との

あいだの……交換であるし，第二の場合はそれはおもに人間たち自身のあ

いだでの交換である6a7）」このような対比的手法は他のもの，例えば「学

説史」においては，土地所有につき， 「重要な生産機能者」対「無用の長

物」としてパラフレイズされている。「土地所有者は，古代や中世におい

ては実に重要な生産の機能者であったが，工業時代においては無用の長物

である。物以上を見る限り，前資本制と資本制が比較されていることが

分るのみであり・ただ両者は互に正反対の性格を有することが感じられる

のみであるように見える。しかし，あくまで立脚点を資本制におき，工業

・農業双方における資本制を前提し，・そのような視角から上の文言を見直

せば，前資本制を特徴づける一連の歯面，「個人一自然」，，土地所有の支

配，共同体，「土：地所有一生産機能者」，これらは，単なる対比的手法の

                                    
一翼を占めるものではなく，資本制の成立と同時過程としていずれも消滅

                  

していく対象をとりあげていることが分る。とすれば，前資本制的土地所
                                  

有は資本制とのかかわりでは否定すべき対象として位置づけられることと

なる。事実，このような位置づけを，他の箇所ではより明確に行なってい

る。「学説史」においては前節で見た，リカードの土地所有・地代の検討

を行なう同じ文脈において，前資本制的なるもの，すなわち「処理」「掃

滅されるもの」としている。「だがこの2人（リカードとアンダソン

ー引用者）はともにヨーロッパの大陸では非常に奇妙だと思われる次の

ような見解から出発している。すなわち 1，土地への任意の資本投下を

働 Die deutsche Ideologie， Bd．3，・s．・65，全集③，61頁。'

as）a． a．一 O， s．39，前出，42頁。
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拘束するものとしての土地所有は存在しないという見解。……この点は次

のことから説明がつく。……。資本主義的生産がヘンリ7世以後のように

農耕の伝統的な諸関係を容赦なく処理し（rttcksichtlos geshaltet）その諸条

件を自分に適合させ従属させたところは，世界じゅうどこにもない。……

この農耕そのものが，農村での資本主義三生産の諸条件に矛盾したり適合

しな：かったりしたところでは容赦なく掃滅されたのである（rUcksichtlos-

weggefegt worden）。吻客臣町制的土地所有は，資本にとっては「処理」

「掃滅」の対象となるのである。同じ「学説史」では，また「破壊」の対

象と読みとりが可能な記述がある。イギリスでは「あらゆる条件を同化し，

                                   
歴史的な諸前提である村落や建築物や人間をいろいろな時期に累進的に破

 

壊して，資本の‘最も生産的な'投下を達成してきたのである。⑳」ある

いはまた「つくりかえ」したがって改造の対象として。「すべての生産条

件が伝統的にあるがままに受け取られないで，資本の最：も有利な投下のた

                                    ド めの事情のもとでそれらがとらなければならないよう『 ﾈ形に歴史的につく
                 

り変えられるということである。㈱」

                                            
 以上，資本制と土地所有との関係において，「土地所有」の第2の契機
                                                                                          

が与えられた。前資本制的土：地所有・すなわち・資本にとって，掃滅，．改
                                     

造対象としての土地所有がそれである。㈱

a9）Ebenda， s．236，同上，311-12頁。

⑳ Ebenda， s．154，同上，200頁。

⑳ Ebenda， s．237，同上，312頁。

㈱ コーガンは，この「改造」につき，レーニンは目を向けていたが，マルクスは

 注意を払わなかったとしている。「レーニンは，さまぎまな土地所有形態の資本

 主義的改造の特殊性を研究することが必要であると指摘した。なぜマルクスは，

 土地所有形態のおどろくべき多様性を指摘しながら，『資本論』のなかでこの問

 題を特別に考察しなかったのか？ という疑問が生ずる。」（コーガン，二野訳

 『経済学批判プランと“資本論”』大月書店，1979年。146頁）しかしながら，本

 文での検討からも明らかな通り，マルクスにあっても，もし原文をそのような目

 で見直すならば，「改造」という視点は重視されているように思われる。
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 第三節 直接生産者にとって「祖国」である土地，そのような前資本制

的土地所有が，資本にとって「掃滅」の対象であるならば，資本制と土地

所有の関係における第3の課題として，土地所有を直接生産者とのかかわ

りで考察することがあげられる。

 先の「木材窃盗取締法案」では，まず抽象的に所有権というものをとり

あげ，もともと私的所有とは，他の誰かではなくて，ある特定の個人のみ

が所有している状態であり，そのように見るかぎり，私的所有カミあるとい

うことは，すでにそこから排除される者の存在を前提しているとし，本節の

テーマに直接かかわるような内容に触れている。 「私は自分の私有財産を
                                                                         

もっことによって，いっさいの第三者をばこれにたいする所有権からしめ
      じ                                                                                                

だしているのではなかろうか？ したがって私は第三者の所有権を侵害し

ていることにならないか？㈲」この文言，抽象的であるが故に，凡ての「私

的所有」の本質一「所有者対非所有者」「人対人」という関係概念一を層

示している。しかしまた，凡ての私的所有に通じる規定であるが故に，当

然のことながら一定の抽象性をまぬがれない。同書では続いて，修道院を

とりあげ，その私的所有化と住民の「しめだし」との相即関係に触れている。

一修道院は以前は，貧困者たちにとって，一つの生活の場であり，祖国

とは言わないまでも自らの家であった。ある時点で修道院は「私有財産」

㈱a．a．0，s．113，前出，131頁。私的所有とは，歴史上特定の段階においてはじめ

 てあらわれる生産関係の一属性である。そQ意味で，本文でも述べられているよ

 うに，例えば「所有者一華所有者」といった「人一人」の関係である。ところが

 即自鮒には「人一物」という直接的連関として現れる。この点について川島前掲

 書から一文言をあげておこう。「私的所有権というのは，抽象的に言うならば，
                                                             

 所有権を‘権利'ならしめるところの社会的モメントが所有権から分離されその
                                            
結果客体に対する支配がその現象呑吐においてはその社会的関係から一応捨象さ

              

 れて独立に一すなわち‘私的なもの'として一現われるところの，所有権の

 型態である。」（前掲書，23頁。傍点は引用者）
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となった。その結果は貧困者にとっては生活の場の喪失であ6te 6「修道

院の財産は私有財産となり，そして修道院はいわば補償をうけために，修

道院に依存して生計をたてていた貧乏人たちは・…・』・一つの新しい境界線が

                                                  ヨ    
もうけられ，彼らはふるくからもっていた権利からきりはなされてしまつ
 

た。㈱」ここでは「直接生産者」ではなく貧困者であり，「土地所有」では

なく「修道院財産」というちがいはあれ，生産者を生産条件（土地）から切

りはなすものとしての土地所有，' 謔P，第2の契機とは区別きれる第3の

契機を暗示している。「国民経済学批判大綱」ではまた一歩具体化して捉

え直されている。てれはエンゲルスのものであるが，続いて触れる「経・

哲草稿」に直接継続するという点で，また1本節のテーマを考察する上で

も不可欠の文献となっている。ここでは，先の貧困者のきりはなしを連想

させる内容にづき，土地所有一土地を所有する少数者とその土地から排

除される多数者 という系列にふれている。「少i数者が土地を独占してそ
                           
の他の人々をその生活条件から排除すること㈱」と。その意味については，

人間と土地とは，本来的には一体のものである，一体のものであるべきと

し，そのような基準から私的所有を見直しそいる。本来，土地は人聞の適

切な手が加えられることによってのみ豊かになる。人間がら切りはなされ

放置された土地はただ荒廃するのみである。他方，人間は土地という対象

をもっことによってのみ「労働」を行なうことができる。その意味で，人

間と土地は，互にとって相手が不可欠な関係におかれている。ところが，

私的所有は，この相互補完関係におかれた二者を分裂きせるに至る。 「私
                                      

的所有の最初の結果は，生産が自然的側面と人聞的側面の二つの対立した

側面に分裂したことであった。すなわち人間が実らせることなしには死ん
    コ                    む                                                                   

だ不毛のものである土地と，ほかならぬ土地が第一の条件である人間的活

⑳ Ebenda， s．117，同上，136頁。

㈱ Umrisse zu einer Kritik der N'ationa1-6konomie， Bd'．1i・s．'511j．全集①，

 555頁。
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動一とがそれであ．るbco」ここには鮮明な形で，私的所有←自然と人間の分

裂のもっている意味が浮彫りにされている。なお「経・哲草稿」ではこの

点「労働者は自然なし・には，感性的外界なしには，何ものをも創り出す

ことはできない物としている。今までのところ，一つには，貧困者の生

活条件からのきりはなし，また一つには，人間と自然，この相互不可分の

ものの分離，この二つが「私的所有」の結果として現われたのみである。

その意味では資本制についての，資本制と土地所有についての直接的解明

とは見られないかもしれない6しかしそうではない。「経・哲草稿」では，

先の「私的所有一土地を所有する少数者と所有から排除された多数者」

というシェーマを下じきにして，同一内容を，私的大土地所有，そこから

排除された多数者の工業における資本の下への編成，「零落」とし，．今ま

での記述が資本制の前提的領域にかかわるものであったことを示している。
                                                  

「大きな土地所有は，イギリスにおけるように，人口の圧倒的多数を工業の

                                  
腕のなかへ追い込んで，大土地所有に固有の労働者たちをまったく零落さ

せるのである。㈱」排除，きりはなし，分離，零落，これら一＝連のカテゴリ

ーから浮かびあがってくる，土：地所有と直接生産者の関係は，無所有の多

数の生産者，土地との結合を断たれた生産者を創出するものとしての大土

地所有である。ところで今，土地から分離された生産者につき見てゆくと，

上の文言中・「工業の腕」に注目すれば，「賃労働」の定在というものを漠然

と想起させるがしかし未だはっきりとしたものではない。事実「ドィッ・

イデオロギー」でば，資本制における，マニュファクチュア→機械制大工業，

のマニュフプクチュアの成立期を「浮浪者群の時代」と特徴づけている。

「マニュファクチュア＝封建制の解体臨浮浪者群」と。「マニュファクチュ
                       る         
アの開始と時を同じうしたのは浮浪者群の時代であうた。……。この浮浪

㈱ Ebenda， s．513．，同上，557頁。

㈱ a．a．0， s．512，前出，432頁。

⑳ Ebenda， s．508，同上，428頁。
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者群は封建制の解体と切っても切れぬ関係にある。物前資本制的（封建

的）土地所有関係の下に身をおいていた生産者が，その土地との関係を切

断された後，資本関係の下に編成（「賃労働」の定置）されるには，主体

的にも客体的にも，いくばくかの「時間」が必要なのであろう。「彼らは

てこでも働こうとせず，ただ極度の困窮により，そして長い抵抗ののちゃ

っと彼らは働くようになっただけである。マニュファクチュアの，ことに

イギリスにおける急速な繁栄が彼らをしだいに吸収していった。㈲」以上，

土地から切りはなされた圧倒多数の浮浪者群，それを豊かな労働力源と

して見すえつつ，資本はマニュ→機械二大工業という段階的発展の中で，

「少数の資本一多数の賃労働」という関係を定位させるに至る。ここに土

地所有は，単に浮浪者群の創出に加え，資本＝賃労働関係の二二とい

う，資本制における不可欠の契機を獲得するに至るのである。この契機，

「学説史」において，くり返し言及されている所である。資本制と土地

所有，とりわけ「土地所有」と「賃労働」の関係を捉む上で避けること

ができないものである。順次あげておこう。一資本制の下では，土地所

有は労働者に属さないものとして，彼らに対立する存在でなければならな

い。土地が共有であれば，生産者多数：にとって同じ土：地が互の共同の

所有対象となり，「賃労働」は定置されないのである。土地所有について

「この生産様式にとって必要なことのすべては，土地が共有でないという
                                                                          

こと，土地が労働者階級に属しない生産条件として彼らに相対するという
                

こと，それだけである。吻この「相対」関係は，資本制自体の「基礎」

である。 rこの土：地所有が人民所有になれば，そもそも資本主義的生産の
                                                     

基礎が，労働者に相対する労働条件の独立化がそれに基づいているところ
      

の基礎がなくなってしまうであろう。㈹」また，資本制；資本・賃労働関

⑳ a．a．0， s，56，前出，52頁。

（30）Ebenda， s．56，同上，52頁。

（3Da．a．0，s．38，前出，42頁。

働 Ebenda， s．98，同上，125頁。
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係というよく知られたシェーマに対して，とりわけそれが，たとえ無意識

的にではあっても土地所有を捨象している点をとらえ，「資本制畿資本・

土地所有・賃労働」の必然性をといている。「それにしても一方には発

展した資本主義寮生産（ウェークフィールド氏が彼の植民理論のなかで非
                              わ
常によく見ているそれ），他方には土地所有の非存在という前提はそれ自
                                                                                       

身に矛盾している。こんな場合にいったいどこから賃金労働者は出てくる

のだろうか？。㈱」賃労働の大量的創出，定置の積杵としての土地所有カミ

明快に指摘されている文言であろう。ここに，「木材窃盗取締法」におい

て見られた，私的所有一他人を排除 という等式は，資本制という特定の

生産様式の枠内に位置するものとして再現していることが分るのである。'

ここに資本制における土地所有は，直接生産者から土地を剥奪するものと

して現われる。r資本論』からとろう。「これらの労働条件の資本への転

化はそれ自身また直接生産者からの土地の収奪を含んでおり，したがって
                                   

また土地所有の一定の形態を含んでいる。㈱」

 以上，土地所有一賃労働という系列について見てきた。しかしこのよう

な展開からはややもすれば，土：地所有→賃労働という一方通行的な印象の

みが残るかも知れない。そこでこれらが土地所有の一契機とな：りうること

の傍証として，賃労働→土地所有について触れたエンゲルスの「チャーチ

ストの農業綱領」から一文言をあげておこう。すでに「賃労働者」という

形態規定をうけているもの，それがチャーチストの労働者であることは，

いうまでもない。彼らは，自らの客観的位置が，土地所有の対極にあるこ

とをよく知っていた。無所有の生産者である彼らは，就業者，失業者とも，

資本の下への安定的包摂を求めて，就業者相互，就業者対失業者，失業者

相互の間で競争関係に陥らぎるをえない。そこで彼らは一つの制度をつく

㈹Ebenda， s．297，同上，393頁Q

㈱a．a．0， s．886，前出，1123頁。
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った。すなわちう土地を買い入れ，賃労働者に分配し，彼らを「賃労働者⊥

から丁農民」に逆転させ，よってもらて賃労働者聞ゐ競争を緩和する制度

を。「およそ二年前，チャーチストの労働者は，不動産を買い入れて，そ

れを組合員のあいだに小農地として分配することを目的とする組合をつく

った。この方法で，『まったく新しい本質的に民主主義的な小農民階級をつ

くるために，工場労働者の一部を労働市場からきりはなして，工場労働者

がおたがいのあいだでおこなっている過度の競争を緩和させようと期待し

ているわけである。as」「過度の競争を緩和」この一言のなかに，-資本制に

                                           
おいて土地所有のもつ意味が鮮明セとあらわされているであろう。直接生産
                                       り                              

者の排除の手段としての，大量の賃労働の定置の積善としての土地所有，
                                        
これが資本制と土地所有における'「土地所有」の第3の契機である。

 第4節 直接生産者と土地との結合を切断するものとしての土地所有，

資本一賃労働関係の前提＝＝＝基礎としての土地所有，．これが第3の契機であ

ったとすれば，つづいては，直接生産者を排除した後の土地所有自体はどの

ようなものかが問題となつ七こよう。もちろん，第1の契機で触れたように，

資本制における土：地所有の一属性ば，資本に土地経営を許容する土：地所有

である。故に，農業における資本・'賃労働関係を前提した土地所有である。

岡 Das Agrarprograrr｝m der Chartisten， Bd・4， s・381，全集④，397頁。この

 点にかかわっては，同じエンゲルスの次のよく知られた文言をあげるのも無駄で

 はない。 「土地に縛られた労働者を，完全に無所有の，いっさいの伝来の鎖から

                                        

 すっかり解きはなされた，空とぶ鳥のように自由なフ。ロレタリアに変えたほかな

 らぬ近代的大工業，ほかならぬこの経済革命こそが……資本主義的生産の形態を

 とったこの搾取をくつがえすことのできる唯一の諸条件をつくりだしたのである。

 ところがそこへ，この涙もろいブルードン主義者がやってきて，まさに労働者の
                                                    

 精神的解放の第一条件であった家と炉辺からの労働者の駆逐を，まるで大きな退

 歩ででもあるかのように嘆くのである。」（Zur．Wohρungsfrage， Bd・18， s・．219，

 全集⑱，211-12頁。）
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これはいうまでもない。このことを前提とし，古典を見ていく．とき，まず

つきあたるのが，土地所有，すなわち略奪主体という規定である。「国民

経済学批判大綱」においては，土地所有＝略奪主体とした上で，略奪とは

すなわち「偶然」的なものを利益の源泉とするというコメントを加えてい

る。「土地所有者は商人をすこしも非難することができない。彼は土地を
                                                               り                            

独占することによって略奪する。……彼の個人的行為の結果でないもの，
                           
すなわち彼にとってはまったく偶然なものを，彼の個人的利益の源泉とす

ることによって略奪する。鞠自らが生産当事者であるならば，生産にお

ける指揮者であれ被指揮者であれ，資本であれ賃労働であれ，収入はそこ

からの必然的帰結として導出される。土地所有の場合は，生産当事者では

なく，自らの外部にそのようなものを前提としてのみ自らは利益をうる「略

奪」主体である。「経・哲草稿」においては，土地所有者は，その土地を

経営する資本に対して利得を要求し，穀物の価格は上昇し，それは利潤の

減少に至り，ついには資本蓄積は妨げられるとし，土地所有者の利得追求

→穀物価格騰貴→労賃上昇→利潤減少→資本蓄積障害という系列に関押し

ている。「地主一このはたらきもしないで，ただ厄介なだけの穀物あき

ないの暴利屋一のほうは人々にたいして一番の命の糧の値をつり上げ，

そのために資本家をして，生産力を高めることもできないままに労賃を上

げることを余儀なくさせ，こうして国民の年間所得を抑え，諸資本の蓄積

を妨げ……自身の封建的偏見を捨てることがない。㈱」略奪の主体であり，

資本蓄積の阻害要因，土地所有はこのようなものとしてあらわれている。

以上のこと，土地所有と資本との関係としてみれば，両者はその利害が互

に対立する位置におかれていることを示している。同じ「草稿」では，土

地所有者は，資本家を，かっては自分の奴隷であったのに，今はその奴隷

によって自らの地位が脅やかされているとみ，資本家の方は，土地所有者

㈹a．a． O， s．510，前出，554頁。

（3Ta．a．0，s．528，前出，448頁。
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を，自らのことのみを考える・，かっての主人とし，自らの，．資本の自由な

営業活動を妨げる対立物と規定している。「地主のほうは資本家を不遜な，
                                        

解放され豊かになった昨日の自分の奴隷と心得て，資本家としての自分

自身をそのかっての奴隷によって脅かされているとみ，一資本家のほう
                                      

は地主を無為にして無情な，利己的な昨日の友と心得，……地主のうちに

                                             
自由な産業と，自由な，どのような自然規定かぢも独立な資本との一つの
         

対立物をみるのである。一この対立はきわめてきびしく，そして相互に

真理を語り合っている。㈱」これらの習作は，後にもふれるように，「剰余

価値」「価値と生産価格」という範疇には未だに到達していない段階のも

のである。それだけにまた直観的な洞察がうかがわれる指摘とも言えよう。

「学説史」においては，以上のこと形をかえつつ姿をあらわしている。今ま

で，どちらかというと資本の側から見た土地所有についての性格規定であ

ったのに比し，土地所有という立場から，自らが地代を取得し得る根拠につ

いて言う。土地所有者と資本家は，二つの互た異なる生産条件の所有者であ

る。生産条件の所有者であるという一線では両者異る所はない。故に，土地

所有者が地代を取得するのは，資本家が利潤を取得するのと全く異るごと

のない同一のものである，と。「生産条件のこうした第二の種類の所有者
                                                 コ   

たちは次のように言うであろう。……あなたが労働条件一資本，対象化

された労働一を所有していることが，労働者から一定量の不払労働を取
                            
得することを，あなたに可能にさせるように，私が他の生産条件すなわち

     

土地などを所有していることが，あなたおよび資本家階級全体から，あな

たの平均利潤を越えて余分な不払労働部分を奪い取ることを，稗と可能に

させるのです。㈲」略奪主体という，土地所有の一属性がここでは，その

原資（平均利潤をこえる超過分）についての経済法則的解明を内在した形

で再現している。同じ「学説史」では「諸商品の価値の平均価格への資：本

．㈲ Ebenda， s．526，同上，447頁。

㈲ a．a．0， s．35，前出，37-38頁。
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主義的均等化にたいして農業における土地所有が行なう抵抗㈹」とし，資本

                        り    
間において作用する平均利潤法則に対する抵抗要因として土地所有を捉
                                     
んでいる。あるいはまた，差額，絶対両地代を取得する権原としての土地

所有について触れている。「地主は，土地所有において（絶対地代の場合）

また土地種類の自然的相違において（差額地代）一つの権原をもっており，

この権原が彼のために，その指揮にも創造にも自分が少しも寄与していな

いこの剰余労働または剰余価値の一部門を自分のポケットに入れることを

可能にするのである。㈲」土地を所有していることそれ自体が，また相対

的に豊かな土地を所有していることそれ自体が地代を取得することを可能

にさせるのであり，また，土地を所有することが地代取得に結びつくが故

に「土地所有者階級」が生みだされるのである。第一節での，リカード地

代論，地代零に関する，絶対地代の欠如という，否定面につながってくる

内容であろう。r資本論』では，資本にとっての制限としての土地所有と

いう表現が見られる。自立した資本制というのは，工業における資本制お

よび農業における資本制である。ところが農業においては，資本制的農業

土地経営は，資本にとっての制限としての土地所有にぶつかり，資本蓄積

も，主体たる資本の意のままに行なうことは困難となる，と。「土地所有

の存在こそは，まさに，土地への資本の投下にとっての，また土地での資

本の任意の増殖にとっての，制限をなしているのである。．㈱」

㈲ Ebenda， s．297，同上，393頁。

㈲ Ebenda， s．326，同上，430頁。

㈹a．a．0， s．759，前出， 964頁。同様の指摘をあげておこう。「資本による剰

 余価値または剰余生産物の取得や分配は，土地所有によって制限されている。」

 （s．828，1051-52頁）なお塙遼一氏は，土地所有の資本蓄積に対する制限要因と

 して，①農業における技術革新の制限性。②最劣等地における絶対地代支払

 と農産物価格の高騰，労働力価値の高騰，利潤の減少。③ 地代増と土地価格の

 上昇，それによる利子率上昇圧力をうけての利潤減，この3点をあげている。

 （「近代的土地所有と地代」見田・宇佐美・横山編『マルクス主義経済学講座

 下』新日本出版社，1971年。263頁参照6）
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 土：地所有についての第一の契機は，資本による土：地経営を許容する土：地

所有であり，このような温点から見れば，本節の内容は，同一の資本制の

内部に，同じ土地所有について，「許容」と「抵抗，制限」，この互に相

反する規定が与えられているように見える。この点，本稿が示しうる一把

握は以下である。'一資本制を前提とする以上，農業においても，工業と

同じく資本制生産が支配的であり，資本が農業生産の指導者であること，

いうまでもない。土地所有はこのことを是認せぎるをえず，事実圭地経営

を許容している。しかし，それにはまた前提があり，資本が地代を支払う

限りにおいてのみ許容するものである。地代を支払う限り，資本に自由tlt

土地経営を許す，このことは同時に，資本にとっては，地代支払というこ

と自体が，資本の土地投資，土地経営における資本蓄積の制限要因となる

ものである。地代支払を前提とすることは，支払が不可能となれば即土地

からの資本の駆逐を意味するからである。』

 以上，「国民経済学批判要綱」では略奪の主体として，「経・哲草稿」

では，資本蓄積の障害あるいは資本にとっての対立物として，差額，絶対

両：地代の呈示をすでにおわった「学説史」 r資本論』におい℃は，略奪規

定は経済法則，地代法則に内容づけられて，資本による剰余価値取得に対

する抵抗，制限要因，差額，絶対両地代取得の権原として，土地所有は捉

  ノ    コ              
えられた。地代取得の権原としての，資本に対する制限要因としての土：地
                        

所有，これが土地所有の第4の契機である。

 第五節 以上，資本制と土地所有における「土地所有」の諸契機を見て

きた。ふりかえってみるとそれは以下のようになる。第一の契機＝資本に

よる農業土：地経営を許容し，可能にする土地所有。第二の契機＝前資本制

的土地所有，すなわち資本にとって掃滅の対象としての土地所有。第三の

契機一直接生産者の排除の手段，したがって賃労働の定置の出直としての

土地所有。第四の契機＝地代取得の権原としての，資本に対する制限要因

としての土地所有。この四つの契機はゴ互に区別されつつ「資本制生産様
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式＝資本・土地所有・賃労働」における「土地所有」■の内的契機をなして

いるのである。

 そしセまた，本文自体の中ではさして目を配っていなかったとはいえ，

故にまた主テーマをはずれるとはいえ，いわゆる「初期マルクス」一中三

一後期という目で見直せば，少なくとも土地所有の諸契機・枠組に関しで

は，初期マルクス「経・哲草稿」において，すでにそのあらましのスケッ

チは4つの契機のすべてにわたって与えられており，後の「学説史」等に

おいては，価値と生産価格，絶対地代での内容づけを土台としてより整備

された契機が与えられているのを見るのである。今ここで例えば石見尚

r土地所有の経済法則』をとりあげてみよう。そこでは，土地所有の研究

過程が段階的に次の4つの時期に区分・整理されている。第一；OS一一一1844年

「経・哲草稿」から1848年まで。一「土地所有にかんしては実践的素材に

ふりまわされている青年マルクスをみるであろう。㈹」第二期一1857-58

年「経済学批判要綱」執筆ma一一一「xX土地所有NNの論理的輪郭をえがき出し

たこと，そしてNK es本NN，、賃労働、等との範疇上の理論的関係を直観的

に把握することに成功したことが，注目すべき点である。劔⊥

 第三ttH-1862一一一63年r資本論』期一地代論の整備。

『第四me一一一1870年代，第三巻の仕上の時期。一「業績としての独自のNX土

地所有NN論はかれの手によってはついに完成を見なかった。㈲」この整理に

つき，①本稿では「土地所有」の枠組に関する基本テキストとした「経

・哲草稿」，それがノートされた段階につき，実践的素材にふりまわされ

㈲ 石見尚『土地所有の経済法則』 （未来社，1966年）13頁。

㈹ 同上，14頁。

㈲ 誌上・14頁。なお・「土地所有」をζb．あげた最近の論文の一つに・田代洋一

 「マルクス・エンゲルスの土地所有・農民論（上）」（『経済』新日本出版社，第

 237号，1984年1月）がある。
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云云としている所，②「草稿」ではなく第二期「要綱」ではじめて「土

地所有」の輪郭ができたとしている所，③土地所有の研究過程と地代の

研究過程が区別されていない所，本稿と整理の仕方を異にする。「経・哲

草稿」においてすでに4つの契機が与えられていること，および「学説史」

r資本論』への継承，蛇足ながらあえて指摘した所以である。

 続く第二章においては，「土地所有」をその経済的土台という窓口から

見た領域，すなわち地代論を，土地所有という角度から見直したい。

第二章 地代と土地所有

'前章で与えられたものは，資本制と土地所有における「土地所有」の4

つの契機の内容であった。本章では，これらを意識しつつも主要には『資

本論』第三巻：地代篇に素材を求め，土：地所有という角度から見直すことに

したい。その内容は未だ不明のままであるが，ここではただ，地代の増減

によって土地所有の位置，水準は変動するのではないか，このような目で

地代論を見ること，という接近視角にのみふれておきたい。

 第一節 以下テーマ接近をはかってゆくのであるが，本節では，一つの

予備的作業として，地代論の研究過程をふりかえっておきたい。前章末尾

でも述べたように，「土地所有」論の契機はすでに「経・哲草稿」におい

て示されているのに比し，地代論については，断片的にはすでにふれてき

たように一一つの段階的発展が，またそれにかかわる土地所有の一契機につ

いてはその未完成が予想されるが故にである。さしあたり，r資本論』第

一巻出版の前後を，年表からみておこう。㈹1857-58年，7冊のノt…一ト

を執筆（r経済学批判要綱』），1859年r経済学批判』出版，1861-63年

23冊のノートを執筆（その一部r剰余価値学説史』），1865年r資本論』

全三巻の下書終了，1867年r資本論』第一巻出版。1883年マルクス死去。

㈲ 基礎経済科学研究所編『資本論・帝国主義論年表』1977年，参照。
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1885年エンゲルス編でr資本論』第二巻出版。1894年同第三巻出版。全三

巻の下書が終了した1865年に注目するとき次の2点が予見される。第一。

地代論は，1865年忌でにその概観がえられていたという点。第ご。第三巻

が出版きれたのは，下書から数えると約30年後，著者死後の1894年である。

この問のおくれには，土地所有の一分野における研究の進展，三巻地代論

の拡充の構想，死による中断があったのではないかと思われる点，手紙に

よってごく簡単にそれを見よう。㈹

 第一の点について。1862年6月18日 丁度「23冊のノ・一ト」を執筆中に，
                                                
エンゲルスへの手紙で地代論の完成を告げる。「今ではついに地代の問題
             

も片づいた。……。．僕はずっと以前からリカードの理論の十分な正しさに

ついてほ疑念をもっていたのだが，ついにそのごまかしも発見した。㈲」地

代論一リカード地代論の批剰 その内容ほ，同年8月9日の同じくエンゲ

ルスへの手紙であらわれる。r次のことを言っておこう。1 僕が理論的

に証明しなければならない唯一のことは，価値の法則を侵害しないでの，

絶対地代の可能性だ。これこそは，重農学派以来今日に至るまで理論的な

論争の中心点なのだ。リカードはこの可能性を否定する。僕はこの可能性

を主張する。㈲」第一章でも，第1の契機および第4の契機，資本にとっ

ての制限要因としての土地所有において関説したように，完成された地代

論とは，差額地代および絶対地代，この両地代の呈示であり，その前提は，

価値と生産価格の区別＝連関である。こうして65年の下書完了をへた翌

66年2月13日，r資本論』第三巻，「最後から2番目の章」に地代を定置

㈲ この点，詳細には，すでにいわゆる「プラン研究」でくり返し論じられている

 所である。ここではさしあたり，松石勝彦「『資本論』と資本一般説」（一橋大

 学研究年報『経済学研究22』1979年）をあげるにとどめる。土地所有一：地代につ

 いては，同論文の71-79頁および150-59頁を参照されたい。

㈹ Bd．30， s．248-49，全集⑳，203頁。

㈲ Ebenda， s．274，同上，224頁。
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したことを告げるに至る。「このNKL呪われた本NNはと言えば，それはこ5

なっている。”それは12月末にでき上がらた。地代に関する論述，つまり最

後から2番目の章だけで6s今の草稿では，ほとんど一冊の本をなしてい

る。㈲」現行第三巻の草稿，地代篇は，第一巻出版の前年にすでにできあ

がっていたことを示している。』

 第二の点について。第三巻の原稿作成より出版までの30年の遅れ。その

一要因として土地所有と地代研究の継続，および死による中断がかかわっ

てくる61867年5月7日の手紙では，地代篇を「土地所有」に関する章と

いい，「新材料」が提供きれたとしている。「最後に，マイスナ葺一は第二巻

は遅くとも秋の終りまでにはもらいたいと言っている。だから苦役はでき
                                      
るだけ早く始まらなければならない。なぜなら，ことに信用や土地所有に
                                            ロ         

関する諸山のためには，、原稿作成以来多くの新材料が提供されているから

だ。sc」土地所有一地代について「新材料」は，後，68年1月3日ショルレ

ンマーへの農芸化学文献の問いあわせ依頼，同年3月14日ドイツのマルク

研究の報告，同10月10日（これらはいつれもエンゲルスあて）アイルランド

借地権についての文献を見つけたとの報告等を経て，1870年6月27日クー

ゲルマンへの手紙および72年12月12日ダニエリソーンへの手紙i75年2月

11日ラヴn ・一フへの手紙において，ロシア語の勉強，ロシアの土地所有関

係の研究，その土地所有篇への組み込みを報告している。ここではダニエ

リソーーンへの手紙のみをあげておこう。rr資本論』第二巻では，土地所

有に関する篇で，ロシア的形態をうんと詳しく取り扱うでしょう。働」続い

て76年4月4日のゾルゲへの手紙では，アメリカの農業土地所有関係の文

献調査について記されている。「ニューヨークから（もちろん，僕の費用で）

1873年から現在までのアメリカの図書目録を送ってもらえないだろうか？

（50）Bd．31， s．178，全集⑪，148-49頁。

㈲ Ebenda， s．296，同上，247-48頁。

働 Bd．33， s．549，全集＠，444頁。
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この場合問題は（『資本論』の第二巻のために），アメリカの農業や土地所

有関係について……なにか利用できる資料が出ているかどうか，自分で調

べることにあるのだ。面これらの研究は未完におわりマルクスは死去す

る。そのニケ月後1883年5月22日，エンゲルスは残された原稿に目を通し，

ラファルグに言う。r第二巻は僕にとって大変な仕事になるでしょう一

少なくとも第二部は。……。第三部は1869-70年以降完結し，その後は一

                      
度も手をつけられていません。だが，地代が論じられている箇所では，覚
                                                    

え書，事実，例証にかんして彼のロシア語からの抜き書を参照しなければ

ならないでしょう。殉85年5月19日同じくラファルグへの手紙では地代

論が65年に書かれたこと，アメリカおよびロシアの土地所有研究は70-78

年の抜き書きとして残されていることが報告きれている。ここでは，94年

r資本論』第三巻へのエンゲルスの序文をあげることにしよう。「地代に

関する篇は，ずっと完全に書き上げられていたとはいえ，けっしてよく整

                    
理きれてはいなかった……。この地代に関する篇のためには，マルクスは
                                                                                     

すでに70年代にまったく新たな特殊研究をなしとげていた。……。ロシア

では土地所有の形態も農耕生産者の搾取の形態も多様だったので，地代に

                                   関する篇では，第一部の工業賃労働のところでイギリスが演じたのと同じ
                                             ま

役割をロシアが演ずるはずだったのである。残念なことには，彼にとって
                                      

はこの計画はついに実現されなかったのである。㈲」

 1865年における差額，絶対両地代の呈示，地代・土地所有論の末完，こ

れが結論である。ところで，今とりわけ後者に目を向け，ドイツ・マルク

ーアイルランド借地権一ロシアの土地所有関係一アメリカの農業と

いう系列を想起すると、き，またその中にあってロシアの土地所有関係が特

に重視されているのを見るとき，土地所有の末完といってもそのごく一部，

㈹ Bd．34， s．179，全集⑭，146頁。

（sD Bd．36，s．32，全集⑳，27-28頁。

㈲ Bd．25， s．14，全集⑳一1，11-12頁。
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資本制生産を前提した土地所有ではなくて，第一章で述べた第2の契機，

前資本制的土地所有すなわち資本制にとっての改造対象としての土地所有，

それのみではないかと思われ．る。常識的には，本稿冒頭に位置すべき，地

代・土：地所有の研究段階，あえて，前章で土地所有の4つの契機をのべた

後ここでとりあげた所以である。そしてまた同時に，ここからは，地代論

については現行r資本論』地代篇でもって一応の成熟した姿が与えられて

いることも分るのである。以上，地代・土地所有の研究段階を概観してき

た。このことを前提し以下，地代に入ってゆきたい。      ．

 第二節 差額，絶対両地代において，差額地代に主として焦点をあわせ，

本節においては，その基本的内容を復習的に概観し，次節においては，土

地所有一地代にかかわる所をみていぎだい。絶対地代については，前章で

も見たように，土地所有の権原による，価値と生産価格の差額の収取であ

り，資本に対する制限としての土地所有の直接的内容づけになっており，

今まで関回したところでもって一応足りるものとする。

 土地所有一地代，地代論の課題は地代の，資本制的経済法則の一ブラン

チとしての呈示あるいは定置である。しかしそのことは同時に，土地所有

者の経済的浮沈を規制する内容をも明らかにするものである。資本が営業

活動を行なうに際し，G一・一Wすなわち購買者が登場しなければ資本は残さ

れた商品と共に朽ちはてるように，土地所有者も，たとえ広大な土地を法

的に所有していても，その空間が資本の経営によってうずめられなければ，

地代は収取されず，土地所有者たる内容は剥奪される。「学説史」では，

：地代なき土地所有は名目的にすぎず地代なき土：地所有は土：地所有ではない

と言う。「土地は少しも地代を支払わないであろうし，そして土地所有は
             

ここでは名目的にすぎないであろう。㈹」「地代は存在しない。その場合

には土地所有は，資本にとって経済的には存在しない。㈲」このような土

㈲ a．a．0， s．32．前出，33頁。

㈱ Ebenda， s．316，同上，418頁。



一 81 一一

地所有一地代という関連については次節でとりあげることとし，ここでは，

そのような土地所有の経済的土台たる地代，その地代（差額地代）そのも

のの内容の概略をたどっておきたい。㈹

 周知のように，そして繰り返しパラフレイズされてきたように，『資本

論』地代篇一差額地代論は，落流地代一圧倒大量の蒸気機関による製造工

場と，少数の落流利用資本，そして後者の生産力の相対優位，この落流に

おける地代を対象とし考察がはじまる。本節においては，その跡を要約的

に追ってゆくことにしたい。

 ①落流利用資本，それは蒸気利用資本に比し，より高い生産力水準を

体現している。よって，後者の大量の資本による生産価格の前提の下で，

それ以下の個別的生産価格を設定しえ，かつそれを生産価格で販売するこ

とでもって超過利潤を取得する。これは，一つには，私的所有下の，販売者

同士，販売者と購買者，購買者同士の，私的利益をめぐる競争が生みだす，

一物一価の法則を前提としている。それ故にこそ落流利用資本は超過利潤

を取得しうるのである。また一つには，落流によって体化された生産力が
                                                                        

「労働者たちの利益にはならないで……資本の生産力として現われるとい

うことの結果である。㈲」この「労働者たちの利益にはならないで」とい

う指摘は，一方では，資本制の確立を前提としていながら，他方において

㈲ 『資本論』地代篇は，すでに戦前から豊かな研究の蓄積をみている分野である。

 その現在までの到達点を整理したものとして，ここでは久留島・保志・山田編

 『資本論体系 第7巻 地代・収入』 （有斐閣，1984年）をあげるにとどめる。

 なお本書においては，論争点として，平均原理と限界原理について，虚偽の社会

 的価値の源泉について，差額地代の耕作序列について（以上，差額地代1一久

 留二二）。追加投資の生産性について，マルクス方式とエンゲルス方式について

 （以上，差額地代H一常盤稿）があげられている。本稿では，土地所有一地代

 という限られた角度から地代論に接近していることもあり，これら論争には立ち

 入らない。

S9）a． a．0， s．655，前出，829頁。なお「資本の生産力」については拙稿「資本の

 生産力」（京都大学経済学会「経済論叢』第123巻第6号，1979年6月）を参照。
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は同じ資本制を一種の相対比された視点で見ることを示しており，このま

ま通過することはできないσ一資本制の下では；生産価格が，資本間競

争の結果，個々の資本にとっては外的に設定され，平均以上の生産力水準

を体現する資本もその同一の価格をつけることによって超過利潤をえる。

その生産力がもし資本の生産力に所属しないとすればどうであろうか。生

産力の高水準とは，同一時間によ一り多くの使用価値を生産することである

から労働の節約といえるが，資本制・私的所有の捨象と共同社会の定置を

前提すれば，落流利用の生産において節約された労働は蒸気利用生産に充

当され，もって，たんに落流のみに限らず，落流，蒸気あわせたものとし

ての総体としての生産力水準の上昇という結果に導くであろう。これ，落

流利用資本にのみ排他的に入手される超過利潤，そのような経済メカニズ

ムの対極にあることは言うまでもない。「学説史」では，この同じことを，

優等地から劣等地へ，生産力の相対格差があるもとでの土地経営に即して

とりあげている。資本制の下では，優等地資本に超過利潤が生じるという

ことは，そこにより多くの労働が支払われることと同義であるとし，対し

て，共同労働の前提の下では，優等：地で節約きれた労働は劣等：地の改良に

資し，もって，農業における総体としての労働の節約となるとしている。

「優等地〔の生産物〕により多．くの労働が支払わなければならないという

                                                   
ことは，けっして起こらないであろう。むしろWにおいて節約された労働
        
は皿の改良に，……利用されるであろう。こうして土地所有者によって食
                          
われていた資本の全部が，土地労働の均等化に，また農業一般に費される
        
労働を減少させるのに，役だつであろう。㈹」資本制・私的所有・相互的他

者，その対極に位置する農業生産関係・共同関係，これらは落流地代の流

れの中で，故にまた事のついでに述べられたものとはいえ，土地所有一地

代論の枠組自体にかかわる内容といえよう。今はこの程度にとどめ先に進

もう。

㈹a．a．0， s．．99-100，前出，128頁。・
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 ②落流利用資本，その「落流」は当然のことながら労働が加わっては
              サ                                         

おらず，無価値であり，「費用のかからない……自然的生産能因である。明

費用がかからないという点では「落流」のみならず「蒸気の弾性」，協業

                                            
・分業等の「労働の社会的自然力」もある。しかし，それらは，凡ての資
              コ                                                                   

本が一もし必要資本量さえもっていれば一充用可能なものであり，そ

の点落流とは区別きれる。「落流」は，凡ての資本によってではなくて，
                 の                 

他を排除した特定の資本によってのみ資本の生産力としうる「独占されう

る自然力」，「局：地的に存在鈎する自然力である。

 ③「落流」所有者，すなわち土地所有者を以上の理論的世界に導入し

てくれば，土地所有者は資本による充用，あるいはまた，資本Aにか資本

Bにか，そのどちらに充用させるかの許諾の権原をもっており，その充用

の前提として超過利潤は地代となる。これが差額地代である。

 ④「落流」よりも高い生産力水準が生みだされ，それが圧倒多数にな

ったならば，「超過利潤も，したがって地代も，したがってまた落流の価

㊨1）a．a．． O， s．656，前出，830頁。続く2つの引証も同頁より。

㈹ 直上の引証とも，s．658，832頁。これは本来の差額地代においては「二度」

 「豊度差」にあたるものである。これを全く人間の手が加わらない自然力として

 しまうことはできない。過去，人間によって加工された土地も土地の自然的豊度

 となる。この点，例えば「学説史」においては「人間の勤労によって土地に与え

 られた諸力も，自然過程が土地に与えた諸力とまったく同じように土地の本源的

 な三三になる」（s．244，322頁）とされている。あるいは又「人為的に与えられ

 た豊度」（s．144，187頁）という表現も見られる。『資本論』では，「土地の自然

 的豊度をすぐに利用できるものにする農業の能カ……も……土地の自然的豊度の

 一つの契機だということである。」（s．665，840頁）としている。故に，「自然力」

 といっても，全くの自然力，および人間の手が加わっているがすでにその痕跡は

 消えている自然力，人間が利用しうる限りにおける自然力といった含意がくみと

 れる。
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格も消えてなくなる……o鞠

 以上，「落流地代」をたどり，差額地代の析出メカニズムをさぐってき

た。そこにおいて，その概観そのものはすでに常識の枠内に属していると

はいえ，本稿ではとりわけ，①差額地代（超過利潤）は，私的所有，資

本制を前提し，限定された自然力を資本の生産力に転化しうる限りにおい

て生じるものである。対極，共同生産における，労働の節約および総体と

しての生産力の向上。②例えば，落流よりも水準が高い生産力が実現さ

れ，それが比較多数を占めれば全体的価格水準は下落し，よって落流地代

は消滅に至る。この2点に重心をおいて見直してきた。①は，直接にはか

かわらないとはいえ，資本制と土地所有，そこにおける「土地所有」の生

成，確立はすでに通過して，「土地所有」自体の消滅を暗示している点で

不可欠のものである。②は，地代の消滅の可能性を指摘している点次節の

内容と一定の関連を有するものである。それでは，このようなものとして

の地代（差額地代），それと土地所有との関係はどのような側面を見せる

か，次節に進みたい。

 第三節 土地所有と：地代の関連を， r資本論』の地代篇に素材をもとめ

てさぐりだすこと，それが本節の課題である。以下，資本制における土地

所有は，資本の土地経営が行なわれなければ単なる放置され荒廃していく

土地であり，所有内実は空虚なものであり，土地経営が行なわれてのみ土

地所有は内実をえるという，その限りではe“く常識的な事実を念頭におき

つつ対象接近がはかられる。したがって，地代論において耕作放棄あるい

は地代零という事例にぶつかれば，それは土地所有一地代という関連では，

土地所有がよって立つ土台を喪失したとして捉え直される。故に，資本

が土地経営を行なうか放棄するか，その判断基準の内容に目を配りっっ以

後検討が行なわれる。その判断基準につき，今先まわりをして触れておけ

ば，それは「価格水準」である。r資本論』以外のものにおいても，その

㈹ Ebenda， s．661，同上；836頁。
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ような系列はあらわれている。エンゲルス「イギリス穀物法の歴史」では

次のように。一フランス革命期，フランスとの戦争のさ中，イギリスへ

の外国穀物の輸入は途絶した。国内の穀物は需要増となり，当然価格は騰

貴し，地代は増徴した。すると，今まで羊毛価格上昇を視野におきつつ土

地の牧場化をはかっていた同じ人達が，今度はまたもとの穀物生産に，土地

利用を逆にもどしはじめた。「戦争が供給を妨げるためにおいた障害物は

保護関税と同一の作用をはたした。穀物価格は騰貴し，地代も多くの場合

                      
一……繧ｪった。その結果は，つい近ごろ牧場に転換された土地の大部分が

                

ふたたび穀物に向けられたことであった。物資本制下において，土地が

「牧場」であるか「穀物地域」であるか，資本が牧場経営を行なうか穀物

生産に資本を投じるかは価格水準，経営ベースにのる価格水準によって定

められていることを示している。また『哲学の貧困』では「二度」をとり

あげている。二度とは単なる自然力のように見える。しかしそうではない。

ある土地はきわめて豊かな小麦を生みだす土地である。しかしその同じ土

地は，小麦価格の暴落：および羊毛価格の騰貴という状況においては，た

とえいくら豊かであっても，たやすく，小麦生産の放棄＝牧場化に移行す

る。土地は，耕されず羊によってふまれ，よって荒廃に至る。「豊度とい

うものは，人々が考えるほど自然的な性質ではない。すなわち，それは，
                

現在の社会的関係に密接に結びついているのである。ある土地は，小麦を

                                      
栽培するためにきわめて肥沃な土地でありうる。だが〔小麦の〕市場価格

は，耕作者にせまってその土地を人工の牧場に転化させ，それによって

その土地を不毛の土地に化してしまうことを決心きせることもありう

る。㈹」先のものと比し，一方は「牧場→穀物地域」，他方は「穀物

地域→牧場」と，逆の動きとはいえ，共に，前者においては二二騰貴

 （羊毛価格の相対的下落），後者においては羊毛価格騰貴（穀価の

㈹Geschichte der englischen Korngesetze Bd．2，s．585，全集②，610頁。

㈲ Bd．4， s．172，全集④．180頁◎
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相対的下落）が，資本投下の一根拠となっている。土地所有一地代に

結びつく資本による土地経営，一その可否の基準は「価格」であること，す

でに示されているといえよう。この「価格」を，土地所有の側から見直せ

ば，地代とは，価格変動と資本経営の波動によっrてゆり動かされているよ

うに見え，また，それに対しての土地所有からの安定志向，「固定地代」

があらわれた場合の価格水準の動向等といった問題を内包していることが

うかがわれる。価格水準と資本による農業土地経営の可否，土地所有によ

る反作用，これらのことr資本論』地代篇では，どのように捉まれている

か見ていきたい。

 差額：地代は，豊度の異なる土：地への資本投下の空問的拡大（1），およ

びそれを前提とした，同一土地の上での資本の逐次的投下（ll）から成る。

1は空聞的であり，皿は時間的と言える。土地所有一：地代という系列で見

てゆく際には，1を前提とした皿において，逐次的投資による生産物

と新土：地投資による生産物が，不可両立の関係におかれ競合する場合があ

り，土地経営の可否に直接かかわる内容をもっている。故に，1について

は簡単に通りぬけ，主要には差額地代巫からひろいだしてゆきたい。一

以下，二度を異にする土地種i類を，A， B， C， Dとする。 Aにおいて，

資本は生産価格を充当し，資本経営の条件はみたされている。しかし，超

過利潤（：地代）は生みださない。経営・耕：作きれている土地の中で最劣等

地である。B， C， Dとゆくにつれ順次，豊度は豊かとなり，段階的に個

別的生産価格は低下し，差額地代が析出される。これが前提である。

 第一。差額地代1にかかわって一点のみあげておきたい。1は，はじめ

に見たように，資本投下，土地経営の，AからDに及ぶ空間的拡大であっ

た。また先に，土：地所有にとって，資本との接点が生まれるか否かは価格

水準によって定められるとした。この点，1における優等地から劣等地へ

の，DからAへの投資空間の拡大において明白に表わされている。優等地

Dのみでの資本経営，その生産物のみでの供給不足・価格上昇→Cでの資

本経営が採算ベースに……価格上昇→最劣等地Aでの土地経営，このよう
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な序列が以下読みとれるであろう。「Dによって生産されていた4クォー
                                            の                           

タ・・一一では足りなくなると，小麦の価格は，不足分がCによって供給できる
                     

点まで上がった。小麦の価格が1クォーター当たり30シリングに上がっ

たときにはBが，また60シリングに上がったときにはAが，それらに投

ぜられる資本が20％よりも低い利潤率に甘んずる必要なしに，耕作でき

るようになった。㈹」資本制において，土地所有は，その土台たる地代と

いう窓口から見れば価格の騰落によって翻弄されるもののような印象が浮

かびあがってくるといえよう。

 第二。差額：地代皿においては，逐次的資本投下により，生産物は累積的

に増加する。第40章 差額地代9では，この点，それに対する需要量に

ついてはふれず，追加生産物の下でも生産価格は変わらず，故に超過利潤

が増加する場合，および，B， C， Dにおいて追加投資が行なわれれば，

最劣等地Aは不用となり，資本は引きあげられ，故に生産価格が低下する

場合，この二つの場合をあげている。'「追加資本がより多くの生産物をあ

                                     
げるとすれば，調節的価格が同じままであるかぎり，言うまでもなく新た
               

な超過利潤（潜勢的地代）が形成される。といっても，必ずしもそうとは
                                                    

かぎらない。すなわち，この追加生産が土地Aを耕作外に追い出し，した

がってまた互いに競争するいろいろな土地種類の列の外に投げ出す場合に
                            ロ            
は，そうはならない。この場合には調節的生産価格は下がる。㈲」追加投

資一追加生産物は，：地代増加，したがって土地所有者の地位上昇に帰結す

るか，最劣等地における耕作放棄，したがって土地所有者の経済的内実の

                                              
㈹ a．a．0， s．666，前出，842-43頁。また次の文言をも参照。「劣等地のほうに
                       

 向かっての進行は，もちろん，けっして自由な選択によって行なわれるのではな
                                              

 く，ただ一実本主義的生産様式を前提すれば一価格騰貴の結果でしかありえ

 ない……◎」（s．681，862頁）資本制を前提とするという限界規定をおいている所，

 注目される。地代の復習的概観で「共同体」を重視した所以である。

㈱ Ebenda， s．694，同上，878頁。
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剥奪に帰結するか，この二つの場合がとかれた。次にはここで捨象されて

いた需要要因が導入される。

 第三。生産性が不変の追加投資が行なわれる場合，生産性は不変なので

あるから，ただ地代は投資に比例して増加するのみのはずである。しかし

そうではない。第二の場合と同じく，追加投資の生産物の供給が最劣等地

の生産物を無用化するならば，Aの生産物は販売不可能となり，よって資

本は以後Aへの投資を行なわず，耕作は放棄される。生産価格は低落する。

追加投資の生産性不変，「このような前提のもとで調節的生産価格が下が

ることができるのは，Aの生産価格に代わって， Aのすぐ上の優等地Bの

生産価格または一般にAよりも優等などの土地かの生産価格が調節的とな

るからにほかならない。……。そうな：るための条件は，与えられた前提の

もとでは追加投資の追加生産物が需要を充たし，したがってAなどの劣等
                                   
な土地の生産が供給量の生産のためには余分なものになるということであ

る㈹」。このような動きはまた他の個所では「競争的生産能因（konkurrieren-

den Produktionsagenten）としての土地Aを排除㈹」と表現されている。

タテの系としての需給バランス，供給の需要との相関，ヨコの系としての

A～Dにおいて土地経営を行なっている個別資本聞の軋礫，互が互にとっ

て「競争的生産能町」たる位置におかれていること，このタテとヨコ，二

つの系の接点において，一定水準の生産価格が設定され，またその前提の

下で，：地代の騰落：，耕作の拡大と収縮を経験し，土地所有者の経済的位置

が決定されてゆく。

 第四。今までは，最劣等地Aは，追加投資，追加生産物の結果，資本は

引きあげられ，土地所有者はただ荒れてゆく土地を法的に「所有」するの

み，あるいはB，C， Dにおいても，生産価格下落の結果，地代は相対的

に低下するというものであった。しかし追加投資は常にこのような結末に

㈱ Ebenda， s．706，同上，893-94頁。

㈲ Ebenda， s．707，同上，895頁o
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導くものではな'V・。今最劣等地Aにおいて，複数の個別資本が土地経営を

行なっている場合を想定し，そこで圧倒多数は生産性不変の経営を続け，

需給バランスはくずれず生産価格は一定とする。その際，少数資本がAに

おいて，すぐれた生産性をもった追加投資を行なう場合，Aの中のその追

加投資が行なわれた土地においては，超過利潤（地代）がうまれる。「も

しそれ（生産価格一引用者）が不変で3ポンドだとすれば，前に資本が2

1／2ポンドしか投下されなかったときには無地代だった最劣等地Aが，今で

は，より劣等な土地が耕作圏に引き入れられないでも，地代をあげること

になるであろう。しかも，そうなるのは，土地Aでの生産性が増大したか

らであろう。といっても，それが増大したのはただ資本の一回分だけにつ

いてであって，最初の資本についてではない。㈹」この場合，最劣等地の

所有者に，地代増徴の原資がうみ出されたわけである。

 第五 今までの所，：地代一戦：単一土地所有は，まったく「客観的」な二
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（s741，941頁の表を転載したもの。一部簡略化されている。なお， Pはポンド，

Qはクォーターを表す。生産価格は1クit・一一ター3ポンドである。資本1につい

てのみ説明しておけば一資本2％Pを投じ平均利潤％Pをえて2Qを生産。生

産費は1Qあたり3／2で1％P，2Q生産したから3P。販売価格は1Qあたり3

Pで，2Qだから6P。内，1Q，つまり3Pは個別的生産価格である。故に超

過利潤は1Q，つまり3Pとなる。）

㈹ Ebenda， s．716-17，同上，907-08頁。
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つの系を受動的に受け入れるのみであった。今度は区別があらわれる。

前頁の表に則して見ていこう。ここにはいくっかの特徴ボ見られる。要約

的にあげておこう。①同一の土地の上で資本が1から4までの，前半の

2回は2i／2P（ポンド）ずつの，後半の2回は5Pずつの追加投資を行っ

ている。②生産費対収益の比でみていくと，1次投資が3Pに対して6

P，2次が3Pに対して4i／2P，3次が6Pに対して4i／2P，4次が6P

に対して3Pと，一路生産性が段階的に低下する投資が行なわれている。

③合計で見れば，個別的生産価格18Pで6Q（クオーター）の収益，

つまり1Qあたり3Pで生産価格と一致する。④超過利潤の欄において，

3，4次投資の結果はマイナス4i／2となっている。

 この表を，今までと同じく，もっぱら土地所有は資本の運動に受動的に

対応するという前提で見れば次のようになる。一土地所有が資本による

土地経営を許容する最低限，それは地代が零でないこと，地代がともかく

も「存在する」ということである。同一土地の上で，資本は生産性が低下

する投資を何次まで続けうるか。素直に見れば，収益がプラスからマイナ

スに転換する直前，つまり第2次投資までであるように見える。しかしそ

うではない。第1，2次投資における超過利潤が，3次分，4次分のマイナ

ス部分に順次充当されてゆき，投資条件はそのような形でみたされるので

ある。追加投資は，地代零となる所まで続く。「」エーカー当たりの地代の

低下の最低限界は，地代がなくなってしまう点である。しかし，この点が
               の じ           ご                            

現われるのは，追加投資が不足な生産性で生産するようになるときではな
 

く，生産性の不足な資本部分の追加的投資が木さくなって，その作用が第
                                                                        

一の諸投資の超過生産性を相殺して投下総資本の生産性がA地での資本の
                                

生産性に等しくなり，したカミってB地での一クォーターの個別的平均価格
                        
がA地での一クォータt一・…のそれと等しくなるときである。ω」土地所有が

資本にもっぱら服属し，地代の受領も資本が支払う範囲にとどまるならば，

⑳ Ebenda， s．743-44．同上，945頁。
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資本はたとえ収益がマイナスとなってもなお一定段階まで投資を継続しう

るものである。しかし，この同じ表を，土地所有すなわち地代を収取する

権原という契機を導入してみればどのようになるであろうか。超過利潤は

即土地所有によ？て地代として収取されるのである。表でみれば，第1次，

第2次の超過利潤，欄外のスター印の4i／2分は地代として資本から離れる。

故に，ここから二つの場合が想定できる。一つ。追加投資は第2次までに

とどまる。それは，資本が平均利潤をえて投資を行ないうる限界である。

他の一つ。それでは需要を満たしえないな：らば，生産価格は1Q＝3Pよ

り上の水準となり，価格上昇を帰結する。「一般的生産価格の上昇が，こ

こでは差額地代の増大の原因であるだけではなく，地代としての差額地代

の存在が，同時に，必要になった増加生産物の供給を確保するために一般

的生産価格がより早くより急速に上がることの原因なのである。殉土地

所有による，超過利潤の地代への即時的転化，収取を媒介とした，価格メ

カニズムに対する反作用を析出したものと言えるであろう。

 以上，第一から第五にわたって，r資本論』地代下中，差額地代第」形

態に主たる素材を求め，土地所有一地代の関連について，若干の関連する

所をひろいあげてきた。そこにおいて，基本的には，土地経営一地代は価

格水準の変動によって規制されるものであった。これを，第一章の4つの

契機を意識して見直すとき，たしかに，最後の価格上昇の原因としての地

代，土地所有では，第4の契機，資本にとって制限要因たる土地所有が想

起されるが，大枠において貫いているものは，第一の契機，すなわち資本

の運動に服属したものとしての土地所有である。r資本論』地代篇は，

「‡地所有」の第一の契機・資本を前提し・その下に同属・服属した土地

所有という基本線の下に呈示されているといえよう。以上，土：地所有一地

代について本章で示しうる限りの検討はすでに終った。最後にただ一つ，

「土地耕作＝価格上昇の結果」という基本規定にかかわる一，二の付加的

㈱ Ebenda， s．746，同上，948頁。
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説明をしておきたい。土地耕作はたしかに価格上昇の結果である◎これが

土地所有一資本という関連が生じる一根処であること，すでに見た通りで

ある。しかし，それにかかわってはもう一つ，価格上昇に加えるに農業に

                              り   
投下可能な一定量の資本の定在が必要である。「資本過多期には，市場価

格は上がらなくてもその他の正常な条件が充たされてきえいれば，資本は

農耕に流れて行く。殉第二に，資本制においては，まず価格上昇がおこ

り，その後資本投下が行なわれるというプロセスも見られるが常にあと追

いではなくて，価格上昇が予想きれれば，現時点での価格いかんにかかわ

らず資本投下ははじまるのである。「需要は絶えず増大する。そして，こ
      

れを予想して絶えず新たな資本が新たな土地に投下される。㈲」土地所有

にとっての枢要の契機，土地に資本が充用されるか否かにかかわる一つの

補足であった。

お わ り に

 以上，資本制と土地所有にっき，若干の古典探索を行ってきた。やや引

証に重きをおいたものとなったが，ただ明らかになったことは，「土地

所有」には少くとも四つの契機が含まれていること，そしてr資本論』地

代篇（差額：地代）は，四つの契機中第一の契機，資本に服属したものとし

ての土地所有が内在されていることである。

                     1984年8月29日脱稿

⑬ Ebenda， s．778，同上，』988頁。

㈲ Ebenda， s．685，同上，867頁。


